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研究成果の概要（和文）：高齢者層の投票参加率は他の年齢層に比べて高い。少子・高齢化の進行は、そうした高齢者
層が有権者に占める割合を急速に増大させており、高齢者層の投票行動が政治や社会に与える影響に関心が高まってい
る。この研究では、無作為に抽出された兵庫県内在住の成人男女4,000人を対象とする郵送調査から得られた1,474票の
データを用いて高齢者の政治参加活動と世代間対立を分析した。政治参加活動の最も強い要因は高齢世代であること自
体であり、内的有効性感覚が社会・人口学的属性との媒介効果を果たしていた。そして、世代間には対立的態度は見ら
れず、政治的有効性感覚においても明確な世代差は認められなかった。

研究成果の概要（英文）：The voter turnout of older people is always higher than other age groups 
regardless of local or national election. The progress of aging of population and declining birthrate are 
rapidly increasing the percentage of such older people among electorate. I habe been interested in this 
social phenomenon and have tried to investigate whether their voting behavior has significant impact on 
political and social issues or not. In this study, I analyzed the data on 1,474 participants obtained 
from mail survey for 4,000 adult males and females selected by random sampling. The strongest factor of 
political participation is old age per se, and political efficacy has mediative effect between political 
participation and sosio-demographic factors. Political efficacy and political participation except for 
voting of older people were not much different from other generations, and conflictive attitudes between 
generations were not found.

研究分野： 社会学
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１．研究開始当初の背景 
 
 予想を上回るスピードで進行する少子・高
齢化は、高齢者を支援や扶養、介護の対象と
してだけではなく、政治、経済、文化、社会
のすべての領域において、かつてとは比較に
ならないほどの影響力を及ぼす可能性を秘
めた存在として浮かび上がらせることにな
る。 
その中で注目されるべきことの一つは、有

権者に占める老年人口割合が高齢化率を遙
かにしのぐ勢いで増大してきたことである。
近年、その傾向は一層顕著になっている。
1970 年当時は、その割合はわずか 10%程度
であったが、2010年では男性有権者では25%、
女性有権者では 31%に増大している。そして、
今後も有権者が 20 歳以上であるとすると、
40 年後には、それぞれ 41%、48%にまで増
大する。有権者が 18 歳以上になったとして
も、その割合に大きな違いはない。 
高齢者が有権者の中で占める割合が増大

していることは欧米においても同様に見ら
れるが、日本ほどで顕著ではない。 
有権者に占める老年人口割合の増大傾向

に申請者が注目したのは、それが単に人口高
齢化の随伴現象だからではなく、国政選挙と
地方選挙とを問わず、高齢者の投票参加率
（年齢階級別に算出される投票参加率のう
ち 60歳以上または 65歳以上の高齢者の投票
参加率）が他の年齢層の投票参加率に比べて
極めて高い水準で推移してきているからで
ある。欧米においても高齢者層の投票率は高
いことが知られているが、日本における高齢
者の投票率は欧米に比べて格段に高い。 
有権者の中で高齢者の占める割合が急速

に増大しており、しかも、高齢者の投票率が
高い水準で推移してきているという事実か
ら想定されることは、少子高齢・人口減少社
会においては高齢者層の政治的影響力がか
つてないほどに大きくなるのではないか、と
いうことである。欧米では、そうした動向を
説明するモデルをシニア・パワー・モデルと
かグレイ・パワー・モデルと呼んでおり、高
齢者／高齢社会の問題を扱う老年学（ジェロ
ントロジー：gerontology）の研究者も関心を
向けている。 
しかし、それらは、いわば社会時評的な論

議に止まっており、学術的に十分な検討が行
われているわけではない。同様のことは、世
代間公平性の議論が呼び起こした世代間対
立の論議に関しても言える。 
とりわけ日本における老年学研究では、そ

の種の研究はほとんど手がけられていない。
それゆえ、本研究は、日本における老年学研
究に新たな学術的論議の素材を提供できる
とともに、少子・高齢化と人口減少が進行す
る日本社会における政治的、政策的課題の検
討にもつながり、社会的意義も大きいと考え
た。 
以上が研究開始当初の背景であるが、研究

を進めていくうちに、投票行動に限定するこ
となく、それをも含めた諸種の政治参加活動
（political participation）を扱うことが適切
と判断し、本研究では以下のことを明らかに
することを目的にした。 

 
２．研究の目的 
（１）高齢者層の政治的有効感と政治参加 
政治的有効感が高いほど投票行動をはじ

めとする政治参加活動を行う、というのが一
般に期待される行動様式であるが、本研究で
は、高齢者層の政治的有効性感覚が他の年齢
層に比べて高いのか、そして、政治的有効性
感覚は政治参加活動にどれほど作用してい
るのかを明らかにする。 
（２）世代間対立の分析 
少子・高齢化に伴って世代間公平性が議論

されているが、各世代は世代間対立的な態度
を有しているのか否かを明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 
（１）標本抽出と調査の方法 
 
 兵庫県内 29市 12町それぞれの地域データ
338 項目を用いたクラスター分析等によって
検討した結果、都市的性格を有した地域とし
て神戸市を、農村的性格を有した地域として
篠山市を選定した。両市に選挙人名簿の閲覧
申請をして許可を得て、2012 年 8 月～9 月に
かけて各市区の選挙管理委員会に出向き調
査対象者名簿作成のための転記作業を行っ
た。 

  
神戸市に関しては、全市 9 区 364 の選挙区

（投票所）の有権者総数 1,261,918 人を母集
団とし、確率比例抽出法により 100 選挙区か
ら 3,000 人を抽出した。篠山市に関しては、
56 の選挙区（投票所）の有権者総数 36,548
人を母集団とし、確率比例抽出法により 20
選挙区から 1,000 人を抽出した。 
 調査は郵送法で行った。調査期間は 2012
年 9 月 17 日から 11 月 30 日である。最初の
送付から 3 週間後に督促状を１回送付した。
最終的な有効回答票は両市併せて 1,474 票
（回収率 36.9%）である。 
母集団、抽出標本集団、有効回答票におけ

る性・年齢別の分布を比較すると（下表）、
抽出標本集団は母集団を代表していると言
えるが、有効回答票では、母集団に比べて 20

母集団 抽   出
標本集団

有  効
回答票

母集団 抽   出
標本集団

有  効
回答票

２０代 13.6 14.8 7.6 12.7 13.6 4.2

３０代 17.2 17.3 11.5 13.5 13.0 8.0

４０代 16.2 17.4 14.4 13.9 14.0 12.2

５０代 15.2 13.4 15.1 17.1 16.6 16.5

６０代 18.0 17.0 25.2 16.9 18.8 26.8

７０代 12.6 12.2 16.6 14.4 13.8 19.5

８０歳以上 7.3 8.1 9.7 11.5 10.2 12.7

男性 46.4 45.8 44.5 46.9 48.0 47.7

女性 53.6 54.2 55.5 53.1 52.0 52.3

総数（人） 1,261,918 3,000 1,043 36,548 1,000 431

神戸市 篠山市



～30 代が少なく、60 代以上が多くなってい
る。性別分布は概ね母集団と一致している。 
 
（２）分析の枠組みと方法 
 
①政治的有効性感覚の概念と調査項目 

 
政治的有効性感覚の調査には長い歴史が

あるが、調査項目に関しては緩やかな合意
があるものの定番と言えるような項目群や
測定尺度として確立されたものはない。 
今回の調査では、先行研究で用いられて

きた調査項目を参考にして政治的態度に関
わる 48 項目に関して「とてもそう思う」
から「全然そう思わない」までの５件法に
よる回答を求めた。そして、正値で数値が
大きいほど政治的有効性感覚が高いことを
示すために、それぞれの選択肢に 2、1、0、
-1、-2 の得点を与えた。ただし、否定的表
現の質問項目に関しては得点を逆転させて
いる。 
それらの回答を探索的因子分析によって

類別し、その結果を参考に共分散構造分析
によって「内的有効感」と「外的有効感」
の２因子モデルの妥当性を検証した。そし
て、その結果に基づいて内的有効性感覚と
外的有効性感覚の測定尺度を作成した。 

 
②世代間対立の操作的定義 

 
世代間対立というのは世代間契約が破綻

しかけている状況にあることを意味する。こ
のような状況の下で、世代間対立を各種政策
の予算配分に対する態度の観点から操作的
に定義すると、「各世代は自世代の利益に直
結する政策のための予算を増額すべきだと
する意見を持ち、他世代の利益に直結する政
策のための予算を削減すべきだとする意見
を持つ」ということになる。 
この研究では、平成 23 年度の国家予算の

項目別配分額を大きい順に並べた横棒グラ
フを提示して、それぞれの予算項目について、
「大幅に増額すべき」、「ある程度増額すべ
き」、「いまくらいでよい」、「ある程度減額す
べき」、「大幅に減額すべき」の中から一つを
選ぶように求めた。分析に際しては、それぞ
れに 2、1、0、-1、-2 の得点を与えた。 
 
４．研究成果 
 
（１）高齢者層の政治的有効感と政治参加 
 
最近の日本における高齢者の政治的有効

性感覚と政治参加の実際、そして、それらの
関連を社会学的方法と心理学的方法を融合
して明らかにすることを試みた。その結果、
以下のことがあきらかになった。 
政治的有効性感覚を内的有効性感覚と外

的有効性感覚とに分けて分析したところ、世
代を要因とする一元配置分散分析では、高齢

世代の政治的有効性感覚は内的、外的ともに
他世代の人々よりも明らかに高かった。世代
のほかに社会・人口学的属性を加えた多元配
置の分散分析の結果では、高齢世代の内的有
効性感覚は中年世代と同程度であり、性別で
は男性で、学歴では、高学歴で高いことがわ
かった。しかし、外的有効性感覚に関しては
世代差もその他の要因による差も認められ
なかった。 
高齢世代の内的有効性感覚が高いといっ

ても、実質的に政治的有効性感覚の高い高齢
者が多いということではない。留意すべきこ
とは、政治的有効性感覚の測定値の平均は負
値であったことである。したがって、政治的
有効性感覚に統計的に有意な世代差がある
と言っても、世代差を現実に即して伝えるに
は、「高齢世代の政治的有効性感覚は他世代
に比べて低くはない」と言うべきかもしれな
い。とくに現在の政治状況や政治家への信頼
感を指す外的有効性感覚は、老若男女、地域
や社会経済的地位を問わずに著しく低かっ
た。 
最も一般的な政治参加活動である投票を

含む７カテゴリの政治参加活動のそれぞれ
に関して、共分散構造分析と重回帰分析によ
って要因分析を行った結果、「インターネッ
トを利用した政治情報の収集」を除くと、取
り上げた政治参加活動のほとんどで高齢世
代であること自体が最も強い要因であるこ
とがわかった。そして、政治的有効性感覚と
りわけ内的有効性感覚がどの政治参加活動
においても社会・人口学的属性との媒介効果
を果たしていることが明らかになったが、そ
の効果はとくに大きいものではなかった。 
その中でも、高齢世代であることと投票と

を媒介する内的有効性感覚の間接的効果は
他の要因に比べて大きく、高齢世代の高い投
票率に政治的有効性感覚の高さが反映され
ていることが示唆された。しかし、このこと
は、言い換えると、他の世代や社会・人口学
的諸属性と投票を媒介する政治的有効性感
覚の効果は低いということであるから、若年
層の政治的有効性感覚を高めれば若年層の
投票率が上がるというような議論は妥当性
に疑問が残ることになろう。 
社会経済的地位が高いほど政治参加活動

を行うという従来の研究結果は本研究にお
いても確認されたが、これまで触れられるこ
とのなかった以下のような興味深い結果が
「政治談義」の分析によって得られたと考え
る。 
外的有効性感覚は他の政治参加活動には

ほとんど関連していなかったが、政治談義と
だけは負の関連を示したことである。このこ
とは、政治や政治家への信頼感が高い人ほど
政治談義をしないということである。政治談
義をするには、政治や政治家に関する情報や
知識を持っていることが必要になる。政治談
義に内的有効性感覚の媒介的効果が大きか
ったことはそのことを表しているが、政治や



政治家への信頼感の高さを指す外的有効性
感覚が高ければ政治談義をしないというこ
とは、政治談義をするほど政治や政治家のこ
とについて知らないままに政治や政治家を
信頼しているとも解釈できる。極論すれば、
外的有効性感覚の高い人は政治のことをあ
まり理解していないと言うこともできそう
である。その意味では、「政治談義」は、内
的有効性感覚と外的有効性感覚とを最もよ
く類別しうる政治参加活動とも言えるので
はないだろうか。 
高齢者の政治的有効性感覚は若年世代に

比べて相対的に高いと言えるが、有効性感覚
が高い高齢者が多いというわけではなく、投
票を除くと高齢者が政治参加活動に活発と
いうわけではない。このことは、高齢者の高
い投票率や有権者の高齢化がシニアパワ
ー・モデルやグレイパワー・モデルで議論さ
れるほどには政治・行政に影響を及ぼすとは
言えないことを示唆しているのかもしれな
い。そして、外的有効性感覚が低いことが政
治参加活動に結びついていないということ
も一考の余地があるのではないだろうか。 
 
（２）世代間対立 
回答結果を用いて 16 の予算項目に関する

因子分析を行った。共通性の値が小さかった
「公共事業関係費」、「防衛関係費」、「海外経
済協力費」の 3 項目を除いて分析した結果、
４つの因子が抽出された。それらのうち、世
代との関係が明瞭な３つの因子を「若年世代
向けの予算」、「若年世代向け教育関係予算」、
「若年世代向け就労関係予算」、「高齢世代向
け予算」と名付け、それらを構成する項目の
合成得点を各尺度値とした。そして、政策予
算に対する態度から世代間対立が実際に存
在するのか否か、そして、存在するとすれば、
対立の程度はどの程度かを分散分析によっ
て明らかにすることを試みた。 
その結果、若年世代向け教育関係予算、若

年世代向け就労関係予算、高齢世代向け予算
のそれぞれに対する態度には、性や社会経済
的な要因が複雑に関連しあいながら作用し
ていて、世代が単独で強い影響を与えている
ということはないことが明らかになった。こ
のことは、年齢階層で一括りされた若年世代
や高齢世代という集団それ自体が相互に対
立的と言えるほど自世代利益志向的な態度
を持っているわけではないことを示してい
ると言える。そして、所得や経済的ゆとり感、
学歴と行った社会経済的変数が相互に関連
しあいながら予算の増減に対する態度に影
響を与えていたことは、世代内対立の問題を
より考慮すべきことを示唆していると言え
よう。 
 世代会計に基づく社会保障等の受益と負
担に関する世代間格差は、今日およびこれか
らの少子高齢・人口減少社会にとって確かに
重要な問題である。しかし、そうした格差の
存在と拡大は、少子・高齢化という現代産業

社会の必然的帰結がもたらしたものであり、
ある世代が責を負うべきものでもなければ、
一方が他方のために謂われのない我慢を強
いられたり、いずれかが一方的な攻撃を受け
たりしなければならないものではなく、まし
てや、対立と言われるほどに相互にせめぎ合
う性質のものではないであろう。本稿での分
析結果は、各世代に属する個人が、そうした
ことを意識しているかいないかは定かでは
ないが、自世代利益志向からではなく、現在
の日本における政策課題が何であり、それら
に対応するためにはどのような政策に予算
を増額あるいは減額すべきか脱世代的な観
点から判断を下していることを示している
と言える。これまで日本では試みられること
のなかった政策予算に対する態度の分析か
ら世代間対立の問題に関して一つの知見を
提供し得たと考える。 
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度日本老年社会科学会大会。 

③小田 利勝「高齢世代は自世代向けの政策
予算にエゴイスティックに固執している
のか－政策予算の配分に対する態度に見
られる世代間対立をめぐって－」2013 年
度日本応用老年学会大会。 

④小田利勝「日本の年金システムの課題」Ｅ
Ｕ関西国際シンポジウム。2012 年 10 月。 

⑤小田 利勝ほか「高齢者の選挙への関心と
投票行動」2011 年度日本老年社会科学会大
会。 

 
〔その他〕 
ホームページ等 
http://www2.kobe-u.ac.jp/~oda/index-j.h
tml 
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